


















































































































































































































































































完全失業率 6．7 7．7 9．1 9ユ 9．6 9910．1 9．5 8．7 8．0 7．7 7．2
表225～34歳の失業率の推移
暦　年 19971998199920002001200200320042005200620072008
































































































































暦　年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008
男　　子 15．0 15．6 16．3 17．7 17．9 18．3 19．2
女　　子 49．3 5α6 51．7 52．5 52．8 53．5 53．6






































































































































































外国人労働者㈲ 26 58 61 62 61 63 66 67 67 71 74 76























































































































































































































2003年 2004年 2005年 2006年
実　習　生 27，233 34，816 40，993 51，016
失　踪　者 1，539 1，216 1，524 2，138






































































































































企　業 10，310 12，230 15，091 17，711 19，268 7，321




































不法残留者の推移 29．3828．6728．45 28．3 27．68 27．1 25．1723．21 22．4122．06
研　修　生 1．73 1．77 2．09 2．58 2．71 2．66 3．62 3．82 3．91 4．45
実　習　生 0．19 0．23 036 0．63 131 1．1 1．24 1．61 1．92 2．08


















































































































































































































































































































人文知識・国際業務 47，682 55，276 57，323 61，763 67，291
技　　術 23，210 29，044 35，153 44，684 52，273
〔出所〕　法務省入国管理局「平成20年現在における外国人登録者統計について」
　　「第4表　在留資格別外国人登録者の推移」より。
（31）　「外国人雇用状況の届出状況（平成18年6月1日現在）の結果について　集
　　計表」「表19　出身地域別，在留資格別及び職種別・外国人労働者数の推移
　　（直接雇用）」参照。
（32）なお，2008年5月30日厚生労働省発表の「6月の外国人労働者問題啓発月
　　間の実施について」の付属資料「わが国で就労する外国人労働者の推移」によ
　　れば，「資格外活動（留学生のアルバイト等）」は1996年の3万人から2006年
　　には11万人に増加している。
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（33）　「外国人雇用状況の届出状況（平成18年6月1日現在）の結果について　集
　　計表」「表19　出身地域別，在留資格別及び職種別・外国人労働者数の推移
　　（直接雇用）」参照。
（34）不法残留者の数を実数で示したものが，下記の表「不法残留者の推移」
　　（1990年～2009年）である。なお，1990年時点においては，不法就労者の85
　　％が製造業，建設業の現場作業員行員や建設作業員として働き，バブル期の労
　　働力不足を埋める貴重な戦力として「労働力の存在ではまっとうであった」と
　　される（佐藤忍『グローバル化で変わる国際労働市場』150頁参照）。これに
　　対して「2004年の不法就労者はその労働実態においても身を潜めながら働い
　　ていることが推察される。文字通りのアンダーグラウンドの領域に押しやられ
　　ていることが分かる。『工員』ないし『建設作業員』として働いていたものは
　　半数程度である。『雑役』，「清掃』，『料理人』，『店員』といった摘発されにく
　　い，それ故使い捨てされやすい，不安定な仕事に従事する者が増えている」
　　（同書150頁）。
不法残留者の推移（1990年～2009年）
（単位：人）
暦年 1990199119921993199419951996199719981999
人数 106，497159，82878，892298β46293，800286，704284，500282，986276，810271，048
暦年　2000　2001　2002　2003　2004　2005　2006　2007　2008　2009
人数251，697232，121224，067220，552219，418207，299193，745170，839149，785113、072
〔出所〕　本文の図3に同じ。
（35）　財団法人国際研修機構ホームページ「制度の沿革・背景」参照。
　　（http：／／www．jitco．or．jp／system／seido＿enkakuhaikei．html；09／10／09）
（36）　同上参照。
（37）2008年5月30日厚生労働省発表の「6月の外国人労働者問題啓発月間の実
　　施について」の付属資料「わが国で就労する外国人労働者の推移」参照。なお，
　　これは研修から技能実習への移行者数とは区別されるべき人数である。
（38）　この「意見書」は第一東京弁護士会のホームページで閲覧できる。
　　（http：／／www．ichiben．or．jp／Ol＿shoukai／frame＿set．htm1＃32；09／10／09）
（39）　日系人労働者の多くが働く製造業企業と彼らの間の雇用形態・雇用関係は，
　　かなり複雑で分かり難いものとなっている。依光正哲『国際化する日本の労働
　　市場』（東洋経済新報社，2003年）は，これについて日系人を①「正社員とし
44 （234）
日本経済におけるグローバル資本主義への移行と労働市場の変容
　　て直接雇用する」ケース，②「非正社員として直接雇用する」ケース，そして
　　日系人が③「請負会社に間接雇用される」ケース，④「派遣会社に雇用され，
　　派遣される」ケースの4つのタイプに分類してそれぞれ分析している。このう
　　ち最も多いのは③と④の「間接雇用」形態で，これは「同形態の日本人労働者
　　とほとんど同じ条件で雇用される。人種的な差別はあまりない」とされている
　　（同書，126－134頁参照）。
（40）　あるいはまた，次のようなケースも考えられる。外国人単純労働力の国内流
　　入が刺激になって省力化投資（労働節約的な設備投資）拡大の誘因を低下させ
　　一資本の有機的構成高度化を阻害することで一かえって低賃金単純労働力
　　に対する需要を拡大するような場合（ある種のリカード効果が作用するケース）
　　である。そこでも，外国人労働者の流入は国内の労働者の賃金低下につながら
　　ない（むしろ上昇させる）可能性がある。この点，中村・内藤・神林・川口・
　　町北著『日本の外国人労働力　経済学からの検証』（日本経済新聞社，2009年）
　　は，外国人労働力の流入が賃金の低下圧力として作用しなかった事例を統計的
　　に抽出したうえで，ここでは上述のケースが該当するのではないかと推定して
　　いる。むろん，この推定が正しいとしても，こうしたケースは，外国人労働力
　　の流入が国内の労働市場に対する供給圧力となり，国内労働者の労働条件の悪
　　化や賃金の低下圧力となって作用する可能性（労働市場の賃金決定メカニズム
　　の存在）を否定するものではない。
（41）　このケースについては，丹野清人「越境する雇用システムと外国人労働者』
　　東京大学出版会，2007年）が分析している（同書，29頁参照）。この場合，
　　「パートの主婦層が労働市場に出てくる前は，この部分を外国人労働者が占め
　　ていたわけだから，主婦層の労働市場への参入によって外国人労働者の職が奪
　　われているのである」（同書161頁）。さらに，同じ論者の指摘するところによ
　　れば，不況が深刻化した1990年代半ば以降の日本の労働市場には，外国人労
　　働者が担ってきた，いわゆる3K職場に日本人労働力が戻ってきており，こ
　　のことを踏まえて企業側の労働力編成に変化（＝多様化）が見られる，という
　　ことである。「現代日本の雇用環境にあって，外国人労働者の職は選択肢のひ
　　とつとなっているのであり，日本人のパートタイマーや高齢者と仕事をめぐっ
　　て競合しているような関係になっている」（丹野清人「企業社会と外国人労働
　　市場の共進化」，梶田孝道，丹野清人，樋口直人「顔の見えない定住化　日系
　　ブラジル人と国家・市場・移民ネットワーク』名古屋大学出版会，第2章所収，
　　71頁）。
（42）　問題となる1990年代以降，日本経済においては活況過程において賃金上昇
　　という局面を経験していない〔にもかかわらず，外国人単純労働の流入は起こっ
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ていた〕という事情も考慮すべきであろう。ここにおいては，外国人単純労働
力の流入によって，国内の相対的過剰人口減少や下層部門から上層部門への労
働力移動による賃金水準への影響を打ち消し，それによって一般的な賃金上昇
を抑制するということも起こりえなかったわけである。
46 （236）
